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連結計算書類 連結注記表 (非継続事業) 

(2)非継続事業の業績 

〈修正前〉 

  (単位:千円) 

 

前連結会計年度 

(自 2018年10月1日 

 至 2019年9月30日) 

当連結会計年度 

(自 2019年10月1日 

 至 2020年9月30日) 

収益 4,128,744 2,341,032 

費用(注) 4,304,011 3,868,254 

非継続事業からの税引前当期利益(△は損失) △175,266 △1,515,869 

法人所得税費用 43,423 1,005 

非継続事業からの当期利益(△は損失) △218,689 △1,516,874 

 

〈修正後〉 

  (単位:千円) 

 

前連結会計年度 

(自 2018年10月1日 

 至 2019年9月30日) 

当連結会計年度 

(自 2019年10月1日 

 至 2020年9月30日) 

収益 4,128,744 2,341,032 

費用(注) 4,304,011 3,856,901 

非継続事業からの税引前当期利益(△は損失) △175,266 △1,515,869 

法人所得税費用 43,423 1,005 

非継続事業からの当期利益(△は損失) △218,689 △1,516,874 
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計算書類 個別注記表 (重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

2.固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

 

〈修正前〉 

定率法を採用しております。ただし、1998 年 4 月以降に取得した建物(建物附属設備を除く)及び

2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物附属設備 5～15年 

工具、器具及び備品 3～20年 

 

〈修正後〉 

定率法を採用しております。ただし、1998 年 4 月以降に取得した建物(建物附属設備を除く)及び

2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物附属設備 5～15年 

工具、器具及び備品 3～10年 

 

以上 


